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1. 調査団員・氏名 

(1) 現地調査（2017年 1 月 22 日～2 月 19日） 

氏名 担当業務 所属先 

讃井 一将 総括 
独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部都市・地域開発G第二T課長 

峰 直樹 協力企画 
独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部都市・地域開発G第二T 

小泉 浩隆 業務主任／施設計画 1  （株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

山野 嘉彦 副業務主任／施設計画 2 （株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

星合 善文 建築設計 日本工営（株） 

早原 章広 施工計画／積算 
（株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

（補強：（有）ハヤハラ・アトリエ） 

青木 正幸 機材・調達計画 
（株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

（補強：（株）フジタプランニング） 

谷本 晋一郎 環境社会配慮 日本工営（株） 

高村 東吾 自然条件調査 日本工営（株） 

生熊 恵美 通訳 （株）翻訳センターパイオニア 

 
(2) 現地追加調査（2017 年 9 月 25 日～10 月 5日） 

氏名 担当業務 所属先 

早原 章広 施工計画／積算 
（株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

（補強：（有）ハヤハラ・アトリエ） 

橋爪 雅彦 通訳 
（株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

（補強：（株）フランシール） 

(3) 概要説明調査（2017 年 11月 25 日～12 月 3日） 

氏名 担当業務 所属先 

峰 直樹 総括/計画管理 
独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部都市・地域開発G第二T 

小泉 浩隆 業務主任／施設計画 1  （株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

山野 嘉彦 副業務主任／施設計画 2 （株）コーエイリサーチ&コンサルティング 

生熊 恵美 通訳 （株）翻訳センターパイオニア 
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2. 調査行程 

2-1. 現地調査時（2017 年 1 月 22 日～2 月 19 日） 

2-2. 現地追加調査時（2017 年 9 月 25 日～10 月 5 日） 

2-3. 概要説明調査（2017 年 11 月 25 日～12 月 3 日） 
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2. 調査行程 
2-1. 現地調査時（2017 年 1 月 22 日～2 月 19 日） 

 

 
 
   

現地調査１ 2018/3/9

小泉　浩隆 山野　嘉彦 星合　善文 早原　章広 青木　正幸 谷本　晋一郎 高村　東吾 生熊　恵美

SSC SSC 補強 NK SSC 補強 SSC補強 NK NK 翻訳センター
パイオニア

No. 月日 曜日 官団員
（総括および計画管理）

業務主任/施設計画
1

副業務主任/施設計
画2 建築設計 施工計画/積算 機材・調達計画 環境社会配慮 自然条件調査 通訳

1 1月22日 日 羽田→パリ→キンシャ
サ

羽田→パリ→キンシャ
サ

羽田→パリ→キンシャ
サ

羽田→パリ→キンシャ
サ

羽田→パリ→キンシャ
サ

2 1月23日 月 JICA、表敬訪問、
サイト踏査 同左 成田→ サイト踏査、

積算アンケート配布 業務主任に同じ 成田→ 業務主任に同じ

3 1月24日 火 C/Pとの協議
サイト調査 同左 →パリ→キンシャサ 調達事情調査 業務主任に同じ →パリ→キンシャサ 業務主任に同じ

4 1月25日 水
規模設定、コンポーネン
ト優先順位検討
サイト調査

同左 業務主任に同じ 調達事情調査 調達事情調査 同左 業務主任に同じ

5 1月26日 木
規模設定、コンポーネン
ト優先順位検討
サイト調査

同左 同左 調達事情調査 調達事情調査 調査準備、関連法規
調査 業務主任に同じ

6 1月27日 金 他ドナー調査 同左 業務主任に同じ 調達事情調査 調達事情調査 他ドナー調査、NGO
調査 業務主任に同じ

7 1月28日 土 団内協議 同左 同左 同左 同左 関連法規調査 業務主任に同じ

8 1月29日 日 資料整理 同左 同左 同左 同左 同左 業務主任に同じ

9 1月30日 月 羽田→パリ→ブリュッセル→キ
ンシャサ 同左 同左 業務主任に同じ 他ドナー調査・インフラ

調査 業務主任に同じ 同左 業務主任に同じ

10 1月31日 火

JICA、調査団、大使館表
敬、DRC側（スポーツ省、内
務省、警察他）、サイトビ
ジット

同左 同左 業務主任に同じ 調達事情調査、免税
調査 業務主任に同じ 業務主任に同じ 羽田→パリ→キンシャ

サ 業務主任に同じ

11 2月1日 水 ミニッツ協議 同左 同左 建築計画案協議 調達事情調査 業務主任に同じ 業務主任に同じ
自然条件調査業者
ネゴ・契約、調査準
備

業務主任に同じ

12 2月2日 木 ミニッツ協議 同左 同左 建築計画案策定 調達事情調査 調達事情調査 環境省庁、キンシャサ
市環境局聴取

自然条件調査業者
ネゴ・契約、調査準
備

業務主任に同じ

13 2月3日 金 他ドナー協議、ミニッツ署名 同左 同左 施工計画・安全管理
計画協議

施工計画・安全管理
計画協議 業務主任に同じ 業務主任に同じ

自然条件調査開始、
自然条件調査監理・
インフラ調査

業務主任に同じ

14 2月4日 土 サイトビジット、団内協議 団内協議 同左 同左 同左 同左 他ドナー調査、NGO
調査

自然条件調査監理・
インフラ調査 業務主任に同じ

15 2月5日 日 資料整理 資料整理 同左 同左 同左 同左 同左 自然条件調査監理・
インフラ調査 業務主任に同じ

16 2月6日 月

（キンシャサ都市交通M/P
第1回JCC（日程調整
中））
JICA、大使館報告
キンシャサ→

建築＋機材計画策
定 同左 同左 調達事情調査 機材計画案協議 同左 同左 業務主任に同じ

17 2月7日 火 →ブリュッセル→パリ→ 組織体制、財務資料
収集 環境省庁聴取 建築計画：設計案

策定 調達事情調査 機材計画案策定 関連法規調査 同左 業務主任に同じ

18 2月8日 水 →成田 施工計画・安全管理
計画協議

運営維持管理計画
協議

建築計画：設計案
策定 現地企業調査 代理店、販売店聴取 追加調査 自然条件調査監理・

インフラ調査 業務主任に同じ

19 2月9日 木 テクニカルノート案作
成 同左 業務主任に同じ 現地企業調査 テクニカルノート作成 追加調査

キンシャサ→
自然条件調査監理・
インフラ調査 業務主任に同じ

20 2月10日 金 テクニカルノート案説
明 同左 追加調査

キンシャサ→ 現地企業調査 追加調査
キンシャサ→ →パリ→ 自然条件調査監理・

インフラ調査 業務主任に同じ

21 2月11日 土 資料整理 同左 →パリ
インフラ調査 資料整理 →パリ

インフラ調査 →成田 自然条件調査監理・
インフラ調査 業務主任に同じ

22 2月12日 日 資料整理 同左 追加調査
パリ→ 資料整理 追加調査

パリ→ 資料整理 業務主任に同じ

23 2月13日 月 テクニカルノート作成 同左 →成田 現地企業調査 →成田 同左 業務主任に同じ

24 2月14日 火 テクニカルノート提出・
署名 同左 積算アンケート回収 同左 業務主任に同じ

25 2月15日 水 現地企業調査 同左 積算アンケート回収 自然条件調査監理・
インフラ調査 業務主任に同じ

26 2月16日 木 追加調査 同左 積算アンケート回収 自然条件調査監理・
インフラ調査 業務主任に同じ

27 2月17日 金 追加調査
キンシャサ→

追加調査
キンシャサ→

追加調査
キンシャサ→

追加調査
キンシャサ→

追加調査
キンシャサ→

28 2月18日 土 →パリ→ →パリ→ →パリ→ →パリ→ →パリ→

29 2月19日 日 →成田 →成田 →成田 →成田 →成田

※副業務主任/施設計画２の7日延長分については自社負担とする。

氏名

所属
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2-2. 現地追加調査時（2017 年 9 月 25 日～10 月 5 日） 

 

1 9月25日 月

2 9月26日 火

3 9月27日 水

4 9月28日 木

5 9月29日 金

6 9月30日 土

7 10月1日 日

8 10月2日 月

9 10月3日 火

9 10月4日 水

10 10月5日 木 同上

同上

同上

同上

同上

同上

午前：地盤調査予備日、資料整理

午後：地盤調査予備日、資料整理

午前：地盤調査結果クイックレポート受領
　　　　現地建設会社、設備業者、資材店調査

午後：PNC調査結果報告、JICA調査結果報告

午前：現地建設会社、設備業者、資材店調査
午後：現地建設会社、設備業者、資材店調査

キンシャサ→

→パリ→

→東京（成
⽥

）

施⼯ 計画/積算と同じ

同上

同上

同上

同上

東京（
⽥⽥

）→

→パリ→キンシャサ

午前：地盤調査業者と打合せ、現地調査準備

午後：PNC追加調査内容説明、地盤調査業者契約、打合せ

午前：地盤調査業者機材搬入調査準備立会い
　　　　現地建設会社調査、設備業者、資材店調査

午後：地盤調査開始確認、デイリーレポート確認
　　　　現地建設会社調査、設備業者、資材店調査

午前：地盤調査監理
　　　　現地建設会社調査、設備業者、資材店調査

午後：地盤調査監理、デイリーレポート確認
　　　　現地建設会社調査、設備業者、資材店調査

午前：地盤調査監理
　　　　現地建設会社調査、設備業者、資材店調査

午後：地盤調査業者機材搬出、デイリーレポート確認
　　　　現地建設会社調査、設備業者、資材店調査

早原　章広 橋⼯ 　雅彦

KRC補強 KRC補強

施
⽥

計画/積算 通訳
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2-3. 概要説明調査（2017 年 11 月 25 日～12 月 3 日） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

月日 曜日 官団員
（総括および計画管理） 業務主任/施設計画1 副業務主任/施設計画2 通訳

1 11月25日 土 成田→香港→ 成田→香港→ 成田→香港→ 成田→香港→

2 11月26日 日 →アディスアベバ→キンシャサ →アディスアベバ→キンシャサ →アディスアベバ→キンシャサ →アディスアベバ→キンシャサ

3 11月27日 月 JICA・大使館表敬・
相手国DFR説明（スポーツ省、PNC） 同左 業務主任に同じ 業務主任に同じ

4 11月28日 火 サイト、前面道路踏査、団内会議
ミニッツ案協議01 同左 現地情報収集01

税金関連調査 業務主任に同じ

5 11月29日 水 ミニッツ案協議02 同左 現地情報収集02
柔道連盟・空手連盟 業務主任に同じ

6 11月30日 木 ミニッツ署名→大使報告 同左 現地情報収集03
バレーボール、バスケットボール 業務主任に同じ

7 12月1日 金 キンシャサ→アディスアベバ→ 現地情報収集04
建設機械、工法等 業務主任に同じ 業務主任に同じ

8 12月2日 土 →東京 キンシャサ→アディスアベバ→ キンシャサ→アディスアベバ→ キンシャサ→アディスアベバ→

9 12月3日 日 →東京 →東京 →東京
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3. 関係者（面会者）リスト 
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3. 関係者（面会者）リスト 
Titre/Fonction/Appartenance NOM et Prénom 

Commissaire Général Général AMULI　Dieudonné Amuli
Coord Nat CRP NZILA　Alain David
Chef de SGEI adjoint / chef CAMO Infra MUHASA BAKWANAMAHA Barnabe
Chef de service adjoint Affaires Sociales (Sports) MUBIKAY MUBI Baudouin
Conseiller COMGEN KABUYA KAYEMBE Kelly
Chef de Departement du Budget & Finances MUHEMERI GOGOLO Hubert
Chef, CAMO Adjt Infra NGOY MWIPATAY Gabriel 
Charge d' Etudes SAKS Awansaba

Coord Nat Adjt CRP MUTONBO Kambol

Secretaire MARTINS Maghene
Chef de Departement du Budget & Finances GOGOLO Muhemeri Hubert
Secretariat General aux Sports et Loisirs OKITO OLEKA Barthelemy
Division Etudes et Planifiaction BOFALA ELANGA Dieudonné
Division Unique Ali Sadala
Direction des Loisirs Joseph Ngombe

Direction des Activites, Physiques et Sportives Tshibangu

Direction des Infrastructures, Equipments, Sportifs et
des Loisirs Mujangi Bisekayi

Division Technique Biangani Modjoyo
Administrateur & President de la Federation MAKOBO Dominique Dominique
Secretaire général de la FENACOJU MANGILI ADIKWA Pierre
National team Coach Pija
National team Head Coach M Lionge

Kinshasa Judo Ligue President Tshiam Aliwu Eugene
Judo club Centrakin Coach Richard Mayuku

Judo Club IKAM President Zanga Zacky
Judo Club LTK Capitaine Degaule Kaniki

Tshangu Judo Club President/ Coach Judo Club LKT Fantomas Bekantu
Coach Mboyo Bolela Paul
Member Kande Babby
Coach Golois
Secretary Serge Umba

Representative of Athenee de la
Gombe, Ministry of Education Chief Representative Jose Nkongolo

Basketball Federation President Gode Kabanba
Ligue Provincial de Basket Ball de

Kinshasa President Norbert Mpoyi Cilo

President Christian Matata Shwiti
General Secretary Shakob Woot
Tresoriere Eminence Nzazi Nzekika
Member Elly Bandi Bandi
Press Dieudonne Mukendi
Press Mimiche Omatuku
Cameraman Elaba Zizou

Handball Federation, Kinshasa President Herman Ngediko
Judo Federation in Brazzaville Third Vice President Dieu Donne Elenda
Talangai Staduim, Brazzaville Coach Mfolo Herman

Administrateur General Flory Binseke
Marketing Maguy Nziya

Complexe Omnisports Stade Tata
Raphael

Administrateur Gestionnaire Charge de Maintenance et
Exploitation Pipendo Boleke Rene

Congo-Japan complex Manager Wetu Lukusa
参事官 野口　修二

２等書記官、主任 ウヌマ　タツロウ

２等書記官 小林　久美子

Représentant Résident 青木　利通

Représentant Résident Adjoint 栗元　優

Directrice Adjointe des Programmes BOKETSU Mariane
Conseiller en chef 米崎　英朗

Coordonnatrice des activités 坂東　愛

St
ad

iu
m

在コンゴ民主共和国大使館

Oranisation

PNC
(国家警察)

Volleyball Federation

M
JS

L

Judo Club Saint Paul

Br
az

a
vi

lle
日

本
側

関
係

者

MJSL
(青年・スポーツ・余暇省)

Fédération Nationale Congolaise
de Judo

(柔道連盟)

JICA
コンゴ民主共和国事務所

Projet de Professionnalisation de la
Police pour la Population et la Paix

Congo-Japan complex, Judo club

Martyrs Staduim
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4. 討議議事録（M/D） 
4-1. 討議議事録（現地調査時） 
4-2. 討議議事録（概略説明調査時） 
4-3. 討議覚書 
（テクニカルノート-現地調査時-） 
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4. 討議議事録（M/D） 

4-1. 討議議事録（現地調査時）
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4-2. 協議議事録（概略説明調査時） 
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4-3. 討議覚書（テクニカルノート-現地調査時-） 
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5. ソフトコンポーネント計画書 

5-1. ソフトコンポーネントを計画する背景 
本無償資金協力で計画する柔道スポーツ施設と機材は E/N 締結前までに発足する「柔道スポーツ施設利

用監督委員会」のもと、日常的な運営については、「運営機関」 によって管理されることになっている。

この委員会 は PNC とスポーツ余暇省によって構成される。このうち主たる存在であり、実施機関である

PNC は本部内に複数の施設を持ち、自らの組織でこれらの施設の清掃、維持管理にあたっており比較的よ

く管理されている。その一方で PNC をはじめコンゴ民に本格的な屋内体育施設はなく、維持管理の経験が

ない。 

柔道スポーツ施設と機材の引渡し後にこれらを長期にわたって良好な状態に維持するためには、日常的

な清掃・点検を実施し、定期的な修繕を行うことが必要である。このため実施機関である PNC 内に柔道ス

ポーツ施設と機材を維持管理する組織を確立し、メンテナンスマニュアルを作成し、本施設を運用する方

法についての指導を行う必要がある。 

加えて、本プロジェクトでは柔道・空手を中心とした武道や他スポーツの大会の実施や施設の外部利用

を促進し、利用率の向上を図ることが目標とされている。施設を運営する「運営機関」にはこのノウハウ

がなく、大会やイベントの招致、会場の貸し出しについての技術を指導する必要がある。 

そこで、本ソフトコンポーネントでは計画される柔道スポーツ施設の維持管理と運営能力の確立を目標

として「運営機関」の維持管理および運営それぞれの担当責任者を対象とした技術指導を行う。具体的に

は①維持管理運営組織の立ち上げ支援、②維持管理マニュアルの作成支援、③利用率向上に向けた運営計

画の作成支援を行い、それぞれ、座学と実習による技術指導を行う。 

5-2. ソフトコンポーネントの目標 
ソフトコンポーネントによって技術的な指導を行うことにより、新しく建設される柔道スポーツ施設の

維持管理運営が適切かつ持続的に行われる基盤を構築することを目標とする。 

5-3. ソフトコンポーネントの成果 
本ソフトコンポーネントの導入により、柔道スポーツ施設の維持管理運営に係る次のような成果を達成

する。 

 柔道スポーツ施設の維持管理体制が策定される。 

 柔道スポーツ施設の維持管理に関する基礎知識が習得され、維持管理運営マニュアルが作成される。 

 柔道スポーツ施設の利用率向上に向けた基礎知識が習得され、運営計画が作成される。 

 
5-4. 成果達成度の確認方法 
以下に示す方法により、成果達成度を確認する。 

 柔道スポーツ施設の維持管理運営組織の立ち上げが行われたことを確認する。 

 研修終了前に筆記、口頭及び実技形式の試験を行い、基礎的知識の習得度を確認する。 

 維持管理マニュアルが完成し、柔道スポーツセンターへの活用が開始されたことを確認する。 

 運営計画が作成されたことを確認する。 
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5-5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 
活動内容 

ソフトコンポーネントにおいて、「運営機関」の維持管理運営能力の向上を図るため、①維持管理運営組

織の立ち上げ支援、②維持管理マニュアルの作成支援、③運営計画の作成支援を行う。そのために、以下

の部門ごとに維持管理運営に関する技術指導を実施し、それぞれ筆記試験・実技試験により技術の習得度

を確認する。 

① 総括部門 （４名） 

② 運営部門 （４名） 

③ 清掃部門（12 名） 

④ 警備業務部門（12 名） 

⑤ 機械・電気・IT 設備の運用・点検業務部門（４名） 

 

5-6. 投入計画 
ソフトコンポーネントの実施にあたってコンサルタントは維持管理運営に関する知識・技術に精通した

日本人技術者を指導員として充てる。また活動期間は、①維持管理運営体制の立ち上げ支援に 0.30 ヶ月、

②維持管理マニュアルおよび運営計画の作成支援に 0.30 ヶ月を想定する。対象者を２班にわけて、短期間

に効率的に指導するために 2 名の指導員とそれぞれに１名づつの通訳を割り当てる。2 名の役割分担は次

のとおりである。 

指導員 1： 総括部門、運営部門、清掃部門 （第 1 班） 

指導員２：警備業務部門、機械・電気。IT 設備の運用・点検部門 （第 2 班） 

これらの部門ごとに 2 班にわけて効率的に指導を行う 

上記①では、初めの 0.20 ヶ月間で維持管理運営能力向上のための研修を行う。日本国内の体育施設の管

理における事例を紹介する座学によるトレーニングを行ない、各業務内容の把握と維持管理運営に必要な

基礎的知識・技術の習得支援を行う。知識・技術の習熟度を把握するため、最終日に筆記試験を実施する。

その後の 0.10 ヶ月間で、現地にて柔道スポーツ施設維持管理運営のための組織立ち上げを行う。 

上記②では、初めの 0.20 ヶ月間で上記①のソフトコンポーネントにて立ち上げた維持管理運営体制に従

い、総括、運営、清掃といった部門ごとに維持管理マニュアルの作成支援を行う。これらを取りまとめた

後の 0.10 ヶ月間で、作成したマニュアルに沿って実技試験を行い、柔道スポーツ施設の維持管理運営に関す

る基礎的知識の習熟度を確認する。またマニュアルについては、将来的に実際に生じる要望や問題に対応し

て改定していくことができるよう支援する。 

また総括と運営担当者に対しては利用率向上に向けた運営計画の作成支援を行う。具体的には年間スケ

ジュールの調整方法、利用率向上のための具体的事例を示しながら運営計画の作成を支援する。 

表 1 にソフトコンポーネント活動詳細計画（現地活動）を示す。 
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表 5-1 ソフトコンポーネント活動詳細計画（現地活動） 
① 維持管理運営体制の立ち上げ支援 

 日順 内容 実施期間 
国内作業 

 １ 指導方法検討 
0.15 ヶ月  ２ 座学用教材作成 

 ３ 実習用教材作成 

① -1 維持管理運営業務の基礎的知識・技術習得＋筆記試験 
1  講師 移動（日本発） 

0.20 ヶ月 

2  講師 移動（キンシャサ着）、研修内容・会場確認 
3  柔道スポーツ施設の維持管理運営に必要な知識（第１班・第２班） 

4 
 （第１班）総括業務、運営業務、掃業業務 
 （第２班）警備業務、機械・電気・IT 設備の運用・点検業務部門 

5 
 （第１班）総括業務、運営業務、掃業業務 
 （第２班）警備業務、機械・電気・IT 設備の運用・点検業務部門 

6 知識習得状況の確認（筆記・口頭試験）（第１班・第２班） 
① -2 維持管理運営組織の立ち上げ 

7  維持管理運営組織編成、組織のマネジメントに必要な知識（第１班・第２班） 

0.10 ヶ月 8 
 維持管理運営組織の立ち上げ確認、相手国予算配分、措置の確認、講師 移動（キ

ンシャサ発） 
9 講師 移動（日本着） 

 
② 維持管理運営マニュアルの作成支援 

 日順 内容 実施期間 
国内作業 

 １ 指導方法検討 

0.15 ヶ月  ２ 座学用教材作成 
 ３ 実習用教材作成 

②-1 維持管理運営マニュアルの作成 
1  講師 移動（日本発） 

0.20 ヶ月 

2  講師 移動（キンシャサ着）、研修内容・会場確認 
3  維持管理運営マニュアルの事例分析、目標の設定（第１班・第２班） 

4 
 （第１班）総括業務、運営業務、掃業業務 
 （第２班）警備業務、機械・電気・IT 設備の運用・点検業務部門 

5 
 （第１班）総括業務、運営業務、掃業業務 
 （第２班）警備業務、機械・電気・IT 設備の運用・点検業務部門 

6  維持管理運営マニュアルの作成（第１班・第２班） 
② -2 維持管理運営マニュアルに沿った実務演習＋実技試験 

7 実務演習＋実技試験（各部門）（第１班・第２班） 
0.10 ヶ月 8 研修結果整理、講師 移動（キンシャサ発） 

9 講師 移動（日本着） 
出典：JICA調査団 

 

5-7. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 
コンゴ民国には本格的な屋内スポーツ施設はない。また、施設の維持管理を受託する会社もなく指導員

もいない。したがって、本ソフトコンポーネントの実施にあたってローカルリソースの活用の可能性はな

く、受注コンサルタントの直接支援で実施されることを想定する。 
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5-8. ソフトコンポーネントの実施工程 
本体事業とソフトコンポーネントの実施工程の関係を表 2 に示す。ソフトコンポーネントの実施時期は

二回に分け、それぞれの開始時期は①施設建設中、②施設完成時とする。期間は①と②で 0.30 ヶ月ずつ合

計 0.60 ヶ月である。 

表 5-2 ソフトコンポーネント実施計画 

 
出典：JICA調査団 

 

表 5-3 に訓練工程・派遣計画（M/M）を示す。 

月数

国内準備・ 重機輸送

準備工事・ 仮設工事

杭・ 基礎工事

躯体工事

屋根・ 鉄骨工事

設備・ 仕上げ工事

外構工事、 検査・ 調整

製作、 調達、 輸送

　 据付

国内準備作業 国内準備作業

（ 0.15ヶ 月） （ 0.15ヶ 月）

①運営維持管理組織 ②運営維持管理マニュ アル

   の立ち上げ支援    の作成支援・ 実務指導⽥

   （ 0.30ヶ 月）    （ 1.00ヶ 月） ⽥

【 施設建設】

【 機材調達】

【 ソ フ ト コ ンポーネント 】

東
京

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

　
2
0
2
0

Mar. Apr. May. Jun. Jul. Aug.Sep. Oct. Nov. Dec. Jan. Feb.Mar. Apr. May. Jun. Jul. Aug.

2019 2019 2020

9 10 11 12 13 143 4 5 6 7 813 14 15 16 1 2
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表 5-3 工程・派遣計画（M/M） 

 
出典：JICA調査団        現地           国内 
 

  

項目 国内MM 現地MM 通訳現地MM
①維持管理運営体制の立ち上げ支援

2 0.30

2 0.40

2 0.20

2 0.60

②維持管理運営マニュアルの作成支援

2 0.30

2 0.40

2 0.20

2 0.60

合計 0.60 1.20 1.20

9日

3日

6日

3日

9日

維持管理運営マニュアルに沿った実務演習（見極めテスト）

通訳

維持管理運営組織の立ち上げ

通訳

国内準備作業 3日

維持管理マニュアルの作成

派遣期間 要員数

国内準備作業 3日

維持管理運営業務の基礎的知識・技術習得＋筆記試験 6日



A-74 

 
  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6. 参考資料 
6-1. 事業サイト登記簿 
6-2. サイト測量図 
6-3. サイト地質調査結果 
6-4. 環境チェックリスト 
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6. 参考資料 
6-1. 事業サイト登記簿 
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6-2. サイト測量図 
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6-3. サイト地質調査結果 
ボーリング位置図 
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6-4. 環境チェックリスト 
 

分
類 環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 
No: N 
NA: 
Not 

applied 

具体的な環境社会配慮 
(Yes/No の理由・根拠、緩和策等) 

１ 

許
認
可
・
説
明 

(1)EIAおよび環

境許認可 
(a) 環境アセスメント報告書（EIA レポー

ト)等は作成済みか。 
(b) EIAレポート等は当該国政府により承

認されているか。 
(c) EIA レポート等の承認は付帯条件を伴

うか。付帯条件がある場合は、その条件

は満たされるか。 
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の

所管官庁からの環境に関する許認可は取

得済みか。                                      

(a) N 
(b) N 
(c) Y  
(d) Y 

(a)～(d) 
環境許認可機関であるコンゴ民環境局

（ACE）にスクリーニング申請書を提出

したところ、EIAの必要ない事業として

許可証に相当するレターを受領した。た

だし、後日詳細な事業計画と環境管理計

画を提出することが条件付けられた。環

境管理計画は詳細な事業計画が策定され

る DD 時に事業計画とともに提出する。 

(2)現地ステーク

ホルダーへの説

明 

(a) プロジェクトの内容および影響につい

て、情報公開を含めて現地ステークホル

ダーに適切な説明を行い、理解を得てい

るか。 
(b) 住民等からのコメントを、プロジェ

クト内容に反映させたか。 

(a) Y 
(b) Y 

(a) ステークホルダー会議の必要ない事

業だが、隣接大学やスポーツ関係者の意

見は収集した。 
(b) プロジェクト内容の検討時に参照し

た。 

(3)代替案の検討 (a) プロジェクト計画の複数の代替案は

（検討の際、環境・社会に係る項目も含

めて）検討されているか。 

(a) Y (a) スポーツセンターの大きさや用途に

ついて、環境･社会も含めて代替案を検

討した。 

２ 
汚 

染 

対 

策 

(1)大気質 (a) 対象となるインフラ施設及び付帯設備

等から排出される大気汚染物質（硫黄酸

化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、媒じ

ん等）は当該国の排出基準、環境基準等

と整合するか。大気質に対する対策は取

られるか。 
(b) 宿泊施設等での電源・熱源は排出係

数（二酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化

物等）が小さい燃料を採用しているか。 

(a) N  
(b) Y 

(a) 恐れはない。 
(b) グリッドの電力を利用 

(2)水質 (a) インフラ施設及び付帯設備等からの排

水または浸出水は当該国の排出基準、環

境基準等と整合するか。 

(a) Y (a) コンゴ民の基準は無いが、IFC の基

準以下に抑える。  

(3)廃棄物  (a) インフラ施設及び付帯設備からの廃棄

物は当該国の規定に従って適切に処理・

処分されるか。 

(a) Y (a) コンゴ民の廃棄物処理規定に従い、

最終処分場への投棄や処理を行う。 

(4)土壌汚染 (a) インフラ施設及び付帯設備からの排

水、浸出水等により、土壌・地下水を汚

染しない対策がなされるか。 

(a) N (a) 恐れはない。 

(5)騒音・振動 (a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合す

るか。 
(a) Y (a) コンゴ民の基準は無いが、IFC の基

準以下に抑える。 
(6)地盤沈下 (a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地

盤沈下が生じる恐れがあるか。 
(a) N (a) 恐れはない。 

(7)悪臭 (a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はと

られるか。 
(a) N (a) 悪臭源は想定されていない。 

３ 

自 

然 

環 

 

(1)保護区 (a) サイトは当該国の法律・国際条約等に

定められた保護区内に立地するか。プロ

ジェクトが保護区に影響を与えるか。 

(a) N (a) 保護区はサイト及び周辺にない。 
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(2)生態系 (a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態

学的に重要な生息地（珊瑚礁、マングロ

ーブ湿地、干潟等）を含むか。 
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等

で保護が必要とされる貴重種の生息地を

含むか。 
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場

合、生態系への影響を減らす対策はなさ

れるか。 
(d) プロジェクトによる水利用（地表

水、地下水）が、河川等の水域環境に影

響を及ぼすか。水生生物等への影響を減

らす対策はなされるか。 

(a) N 
(b) N 
(c) N 
(d) N 

(a) - 
(b) - 
(c) - 
(d) - 

(3)水象 (a) プロジェクトによる水系の変化に伴

い、地表水・地下水の流れに悪影響を及

ぼすか。 

(a) N (a) - 

(4)地形・地質 (a) プロジェクトにより、サイト及び周辺

の地形・地質構造が大規模に改変される

か。  

(a) N (a) - 

４ 
社 

会 

環 

境 

(1)住民移転 (a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住

民移転は生じるか。生じる場合は、移転

による影響を最小限とする努力がなされ

るか。(b) 移転する住民に対し、移転前

に補償・生活再建対策に関する適切な説

明が行われるか。(c) 住民移転のための調

査がなされ、再取得価格による補償、移

転後の生活基盤の回復を含む移転計画が

立てられるか。(d) 補償金の支払いは移

転前に行われるか。(e) 補償方針は文書で

策定されているか。(f) 移転住民のうち特

に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先

住民族等の社会的弱者に適切な配慮がな

された計画か。(g) 移転住民について移

転前の合意は得られるか。(h) 住民移転

を適切に実施するための体制は整えられ

るか。十分な実施能力と予算措置が講じ

られるか。(i) 移転による影響のモニタリ

ングが計画されるか。(j) 苦情処理の仕組

みが構築されているか。 

(a) 
N(b) 
NA(c) 
NA(d) 
NA(e) 
NA(f) 
NA(g) 
NA(h) 
NA(i) 
NA(j) 
NA 

(a) -(b) -(c) -(d) -(e) -(f) -(g) -(h) -(i) -(j) - 

(2)生活・生計 (a) プロジェクトによる住民の生活への悪

影響が生じるか。必要な場合は影響を緩

和する配慮が行われるか。 

(a) N (a) - 

(3)文化遺産 (a) プロジェクトにより、考古学的、歴史

的、文化的、宗教的に貴重な遺産、史跡

等を損なう恐れはあるか。また、当該国

の国内法上定められた措置が考慮される

か。 

(a) N (a) - 

(4)景 観 (a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、

それに対し悪影響を及ぼすか。影響があ

る場合には必要な対策は取られるか。 
(b) 大規模な宿泊施設や建築物の高層化

によって景観が損なわれる恐れがある

か。 

(a) N 
(b) N 

(a) - 
(b) - 

(5)少数民族、先

住民族 
(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式

への影響を軽減する配慮がなされている

か。 
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源

に関する諸権利は尊重されるか。 

(a) NA 
(b) NA 

(a) - 
(b) - 
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(6)労働環境 (a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該

国の労働環境に関する法律が守られる

か。 
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設

置、有害物質の管理等、プロジェクト関

係者へのハード面での安全配慮が措置さ

れるか。 
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対す

る安全教育（交通安全や公衆衛生を含

む）の実施等、プロジェクト関係者への

ソフト面での対応が計画・実施される

か。 
(d) プロジェクトに関係する警備要員

が、プロジェクト関係者・地域住民の安

全を侵害することのないよう、適切な措

置が講じられるか。 

(a) Y 
(b) Y 
(c) Y 
(d) Y 

(a) 事業者は労働環境に関する法律を遵

守する。 
(b) 事業者は安全配慮を措置する。 
(c) 事業者は安全衛生等に関するソフト

面での対応を計画する。 
(d) 事業者は警備要員の教育を徹底す

る。 

５ 

そ 

の 

他 

(1)工事中の影響 (a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉

じん、排ガス、廃棄物等）に対して緩和

策が用意されるか。 
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪

影響を及ぼすか。また、影響に対する緩

和策が用意されるか。 
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼす

か。また、影響に対する緩和策が用意さ

れるか。 

(a) Y 
(b) N 
(c) N 

(a) 影響を緩和するための対策をコント

ラクターとの契約に盛り込む。 
(b) 敷地内の大木（カポック）は残すよ

うにする。 
(c) 悪影響が無いよう対策をコントラク

ターとの契約に盛り込む。 

(2)モニタリング (a) 上記の環境項目のうち、影響が考えら

れる項目に対して、事業者のモニタリン

グが計画・実施されるか。 
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はど

のように定められているか。 
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人

員、機材、予算等とそれらの継続性）は

確立されるか。 
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方

法、頻度等は規定されているか。 

(a) Y 
(b) N 
(c) Y 
(d) N 

(a) DD 期間内に作成するモニタリング計

画を事業者は実施する。 
(b) JICA 調査で提案する計画をDD で詳

細設計に合わせて策定する。 
(c) 事業者は環境管理官を配置してモニ

タリング体制を整備する。 
(d) DD 期間内にモニタリング計画にあわ

せて ACE への方向内容を決定する。 

６ 

留 

意 

点 

他の環境チェッ

クリストの参照 
(a) 必要な場合、道路、鉄道、橋梁に係る

チェックリストの該当チェック事項も追

加して評価すること（インフラ施設に関

連して、アクセス道路等が設置される場

合等）。 
(b)電話線敷設、鉄塔、海底ケーブル等に

ついては、必要に応じて、送変電・配電

に係るチェックリストの該当チェック事

項も追加して評価すること。 

(a) NA 
(b) NA 

(a) - 
(b) - 

環境チェックリ

スト使用上の注

意 

(a) 必要な場合には、越境または地球規模

の環境問題への影響も確認する（廃棄物

の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地

球温暖化の問題に係る要素が考えられる

場合等）。 

(a) NA (a) - 
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